






2010年8月に,国際会計基準審議会(International Accounting Standards Board)
および米国財務会計基準審議会(Financial Accounting Standard Board)からリー
ス会計基準｢公開草案｣ (ExposureDraft)が公表された1｡この｢公開草案｣
は, 2006年から続く両会計基準設定主体による国際会計基準第17号｢リース






































































































































貸手は， リース開始日後に， リース料受取権およびリース負債に対して， 次
の測定を行うD まず， リース料受取権を実効利子法を用いた償却原価で測定す




























































































































(借)リース償綴 3，993 貸)リース負債 3，993 







(借)現金 1， 000 貸)リース債権 1， 000 
(2)リース債権に対する利息
(借)リース債権 319 貸)受取手Jj息 319 
*3， 993x 8 %キ319
(3)リース負債の履行によるリース収益
(借)リース負債 799 貸)リース収益 799 
*3，993 75年キ799
(4)原資産の減価償却授の計上
(借)減価償却費1， 000 (貸)減価償却累計額1， 000 











(借)リース負債 681 貸)現金1， 000 
支払利息 319 
*3， 993x 8 %キ319 1， 000-319=681 
(2)リース資産(使用綴資産)の償却:
(借)使用権償却 799 貸)リース資産 799




































(借)現金 1， 000 (貸)リース債権 1， 000 
(2)リース債権に対する利息
(借)リース債権 537 (貸)受取利息 537 
*6. 7l0x 8 %キ537
(3) 原資産の残余資産への振り替え
(借)残余資産 207 (貸)原資産 207 
* 5. 000 - 4. 793 = 207 
貸手の財務諸表
財政状態計算書 包括利益計算書(純損益の部)







(借)リース債務 463 (貸)現金 1， 000 
支払利息 537 
* 6. 710x 8 %ヰ537 1000 - 537 = 463 
(2)使用機資産の償却









ム1， 000 6.247 671 






ているものとし， 1年度末に， 貸手はリース期間を再査定し， 3年度末にオプション
が行使され， リースが終了すると判断する。 残り2年間のリース料の現在価値は
1， 783である。(IASB [2010a]付表B設例1を一部修正)
再査定は， すでに述べたように， 貸手と借手のいずれの側でも行うO この
ケースでは， 貸手と同様の見積りを借手も行うと仮定するD この場合に， 第一
年度末の再査定に基づくリース資産および負債の修正処理は， [図表3]のよ
うになるO
これが示すように， リース期間を再査定し， 予想を変更することにより， 貸
手の財政状態計算書では正味リース資産の金額に変動は生じないものの， 貸手
および借手のリース資産および負債には期間の減少分だけ金額が減少すること

















































税金1,()00 箸遅ﾌ8ﾋH幵収益5,669 侏ｸｾリース債務便川権償却      
リース債権 釘ﾃsS受取利息 #ﾂｒｒｒ5,206671     











































































































































のである170 しかしながら， 計算設例3および4で示したように， リース期間













(IASB [2009a]， 6. 27項)。 の方が高くなる最長の起こりうる期間とする
考えが採用されている(IASB [2010a]， B 16 
項)。
更新オプシヨ リース期間は借手がリース契約を締 リース期間は， 起こりうるそれぞれの期間の
ンの認識 結した解約不能期間に， リース開始 発生確率の見積りを， リースの更新又は終了
日において合理的に確実視されてい のオプションの影響を考慮に入れて行うこと
るオプション期間を含む期間とする によりリース期間を決定する(IASB [2010 
(IAS17，4項)。 a]，13項， 34項， 51項)。
長所 現行基準におけるアプローチである -多様なオプションを持つリースに対してよ
ので ， 利用者が精通し て い る く機能する(IASB [2009b]， 36項)。
(IASB [2009a]， 6. 29項)。 -すべての関連性のある要因を考慮してリー
ス期聞を決定する(IASB [2010b]， BC 119 
項)。
短所 -閥値を設けるとブライトラインテ -負債の見直しの頻度が増し， 財務報告の有
ストを用 い る こ とに な る ( IASB 用性が低減する可能性がある(IASB [2010 





オプション期 ファイナンス ・ リースとオベレー リース資産およびリース負債の金額の大きさ
間算入の影響 テイング・ リースの分類に影響を与 に影響を与える(IASB [2009a]， 6. 27項)。































3　原則主義の考え方については, FASB [2002] pp･4-9を参照されたい｡
4リース開始日とは,貸手が原資産を借手に利用可能にする目を意味する(IASB









方法をlAS38 に従って再考する(lASB [2010aJ 20項)。 また， 借手は， lAS36 に従
い， 各報告日に使用権資産が減損しているかどうかを決定し減損損失を認識しなけ
ればならない(同， 24項)。




9 lASB [2010bJ BC148項。
10 この影響については菱山[2006Jを参照されたい。










ローチが採用されるとしている(lASB [2010bJ BC 27項)。
12 これについてlASB [2010bJ BC72， 92-94項を参照。
13 r公開草案」ではリース期間の不確実性を認識を通して取り扱う処理が採用され



































































































*凶SB [2009b] 34-37項およびIASB [2010 b] BC114-119項より作成
15 菱山[2009aJ 227-229頁およびL\SB [2007J 28-31を参照されたい。
16 現行基準のもとではオペレーテイング・リースとなるようリース契約が組成され
る傾向にあるため， リース期間を解約不能部分を超えて長期に想定することは考え
難い。 なお， 佐藤[2009J および佐藤[2011J も参照されたい。
17 L\SB [2009aJ， 6.47項およびL\SB [2010bJ BC 132項。
18 L\SB [2010bJ BC120項では， オプション行使の不可能性について借手と貸手で





佐藤[2011J :佐藤信彦iL\SB rリース会計基準公開草案』の論点とその分析J r産業
経理J第70巻第4号， 2011年1月。
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